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第１章 基本的事項 

 

１ 第二次推進計画（アクションプラン）の策定にあたって 

 

三重県では、環境の保全にかかる基本理念を定めた「三重県環境基本条例」の第

９条に基づき、環境の保全に関する施策を総合的、計画的に進めていくため、2012

（平成 24）年度に 2021（平成 33）年度を目標年度とする「三重県環境基本計画（以

下「基本計画」といいます。）」を策定しました。 

基本計画では、Ⅰ「環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり」Ⅱ「自然と共

生し身近な環境を大切にする社会づくり」を基本目標として掲げ、この基本目標を

達成するための「施策体系と施策内容」および「計画の実現に向けた仕組みづくり・

基盤づくり」について記述しています。また、基本計画に示した施策等については、

県の具体的な取組を示した第一次推進計画（アクションプラン）を同じく 2012（平

成 24）年度に 2015（平成 27）年度を目標年度として策定し、取組を進めてきまし

た。 

第二次推進計画（アクションプラン）は、これまでの取組をふまえるとともに、

地球温暖化の進行や生物多様性保全の必要性の高まりなど、近年の環境行政を取り

巻く状況の変化や「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」の策定をふまえて、新

たに策定するものです。 

 

２ 第二次推進計画（アクションプラン）の性格 

 

推進計画（アクションプラン）は、県が取り組む施策を着実に推進するための実

施計画となるもので、計画期間に実施する取組内容を明らかにするとともに、施策

の指標を設けます。 

また、これらの施策については、「みえ県民力ビジョン・第二次行動計画」との

整合を図り、県政運営全体の中での的確なマネジメントを進めます。 

 

３ 推進計画（アクションプラン）の期間 

 

推進計画（アクションプラン）の対象とする期間は、環境行政をとりまく状況の

変化が早い中で計画の実効性を確保する必要があることや、「みえ県民力ビジョ

ン・第二次行動計画」との整合を図る必要があることから、2019(平成 31)年度まで

の４年間とします。 

 

４ 推進計画（アクションプラン）の構成 

 

基本計画の施策体系により「施策」ごとの指標（数値目標）を示すとともに、「施

策」および「計画の実現に向けた仕組みづくり・基盤づくり」について「主要な取

組」の内容を示します。（以下では、「推進計画」と表記します。） 
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第２章 施策体系と施策内容 

 

１ 施策体系 

 

（基本理念）（めざすべき姿） （基本目標） （施策） （主要な取組）

温室効果ガスの排出削減

森林吸収源の整備

新エネルギーの導入

ごみゼロ社会の実現

産業廃棄物の３Rの推進

産業廃棄物の適正処理の確保

監視強化と不適正処理に対する
是正の推進

大気汚染の防止

自動車環境対策の推進

騒音・振動・悪臭の防止

水質汚濁の防止

伊勢湾等（閉鎖性海域）の再生

生活排水対策の推進

土壌・地下水汚染対策の推進

生物多様性保全活動の促進

里地里山里海の保全

希少な野生動植物の保護

水辺や沿岸の環境保全

自然公園等の整備・活用

森林・水辺等の整備・活用

緑の保全・創出

森林環境の保全
（三重の森林づくり）

農地環境の保全

沿岸海域環境の保全

水循環・浄化機能の確保

県土の景観の形成

農山漁村景観の保全・創出

文化財等の保存・活用

歴史的・文化的景観の保全・活用

(4)水環境の保全

(1) 生物多様性の保全
および

持続可能な利用

(3)大気環境の保全

Ⅱ
自然と共生し身近な環
境を大切にする社会づく
り

(2)自然とのふれあいの確保

Ⅰ
環境への負荷が少ない
持続可能な社会づくり

(4)良好な景観の形成

(5)歴史的･文化的環境の保全

(3)森林等の公益的機能の
維持確保

(2)循環型社会の構築
（廃棄物対策の推進）

(1)低炭素社会の構築
（地球温暖化の防止）

県
民
が
健
康
で
文
化
的
な
生
活
を
営
む
う
え
で
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
良
好
な
環
境
を
確
保
し

、
こ
れ
を
将
来
の
世
代
に
継
承
し
て
い
く

か
け
が
え
の
な
い
地
球
環
境
の
中
で

、
自
然
と
共
生
し

、
環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
持
続
可
能
な
社
会
の
構
築
を
め
ざ
す
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て、家庭での節電取組や省エネ家電の導入、再生可能エネルギーの導入等によ

るエネルギー使用量の削減を促進します。（環境生活部） 

・ 運輸部門からの二酸化炭素排出量の削減を促進するため、安全で環境にやさし

い公共交通機関の利用を促進します。（地域連携部） 

・ 省エネルギー対策など環境負荷の低減を図れる住宅が普及するよう国等と連携

して長期優良住宅認定制度の周知と認定を行います。（県土整備部） 

・ 環境保全資金等の融資制度を活用し、産業廃棄物の排出量抑制設備導入や産業

廃棄物抑制に関する研究への補助を通じ、低炭素社会づくりに貢献する企業の

活動を支援します。（雇用経済部） 

・ 成長分野である環境・エネルギー関連産業への県内企業の進出を図り、あわせ

て低炭素社会の構築につなげるため、県内企業や高等教育機関との間でネット

ワークを構築するとともに、工業研究所が中心となって県内企業の技術力を生

かした製品開発に向けた研究開発を支援します。（雇用経済部） 

 

＜主要な取組＞ ②森林吸収源の整備 

取

組

の

指

標 

目標項目 公的森林整備面積 

目標値 

現状値 目標値 

2,671ha 

（26年度） 

2,000ha 

 

目標項目の説明 森林の公益的機能を高めることを目的として、公的な管理によ

り森林整備等を実施した面積 

 

（取組内容） 

・ 国、県の事業とともに、企業のＣＳＲ活動、ＮＰＯ等や県民の自主的活動等、

さまざまな主体の活動による森林整備を進めます。（農林水産部） 

・ 木材の CO２固定量を認証する仕組みにより、森林の温暖化防止への貢献度を「見

える化」することで、県民等の理解を深めます。（農林水産部） 

・ 地域森林計画に基づき、県内の森林を公益的機能の高度発揮をめざす「環境林」

と林業生産活動を通じて森林整備を行う「生産林」に区分してそれぞれ整備を

進め、森林の再生を図ります。（農林水産部） 

・ 環境林については、針広混交林への誘導や適切な更新等によって多様な森林づ

くりを進めます。また、生産林についても、森林境界の明確化や施業の集約化

などによる林業の活性化をとおして、森林の適切な育成を図ります。（農林水

産部） 
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＜主要な取組＞ ③新エネルギーの導入 

取

組

の

指

標 

目標項目 新エネルギーの導入量（世帯数換算） 

目標値 

現状値 目標値 

384千世帯 

（26年度） 

543千世帯 

（30年度） 

目標項目の説明 県内に導入された新エネルギーによって家庭で消費されるエネ

ルギーを賄ったと仮定した場合の世帯数 

 

（取組内容） 

・ 「三重県新エネルギービジョン」に基づき、県民の皆さんや事業者に対してエ

ネルギーに関する啓発等を行うとともに、新エネルギーの導入や省エネをはじ

めとしたエネルギー施策の推進に取り組みます。（雇用経済部） 

・ 環境への負荷の少ない安全で安心なエネルギーを確保するため、三重県の地域

特性を生かして、太陽光発電、風力発電、バイオマス発電などの新エネルギー

の導入を図ります。また、国の支援策を活用し、コージェネレーション、燃料

電池、次世代自動車、ヒートポンプなどの革新的なエネルギー高度利用技術に

よる設備の導入促進に取り組みます。（雇用経済部） 

・ 新エネルギーの導入はまちづくりと一体となって行うことが効果的であること

から、これまでの県内での取組の成果と課題をふまえつつ、引き続き地域団体、

事業者、市町等との「協創」により、創エネ・蓄エネ・省エネ技術を活用した

まちづくりを支援します。（雇用経済部） 

・ エネルギーとして活用する木質バイオマスの安定供給体制を構築します。（農

林水産部） 

・ 農業用水を活用した小水力発電等の導入が促進されるよう、普及啓発やモデル

調査等の取組を進めます。（農林水産部） 
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・ 循環的利用の推進にあたっては、枯渇性資源の有効利用、地域内での循環等、質

の高い循環が優先されるよう取組を進めます。（環境生活部廃棄物対策局） 

・ 排出されたごみについて、貴重なエネルギー源として最大限有効活用すること

で、環境負荷が少なく安全・安心が確保された質の高い循環の形成に向けた取

組を進めます。（環境生活部廃棄物対策局） 

・ 県内の人口減少や高齢化等見据え、環境負荷や費用面等の総合的な評価を行う廃

棄物会計やごみ処理カルテを活用し、公正で効率的なごみ処理が行えるよう市町

と連携した取組を進めます。（環境生活部廃棄物対策局） 

・ 環境負荷や費用面等の総合的な評価を行う廃棄物会計やごみ処理カルテを活用

し、公正で効率的なごみ処理が行えるよう市町と連携した取組を進めます。（環境

生活部廃棄物対策局） 

・ 大規模災害時においても適正かつ円滑な廃棄物処理が迅速に行われるよう、各

市町における仮置場の確保や災害廃棄物処理に精通した人材育成を図るととも

に、ＢＣＰ（業務継続計画）指針や処理困難廃棄物対応マニュアル等を活用す

るなど、災害廃棄物処理計画の実効性を高める取組を促進します。（環境生活部

廃棄物対策局） 

・ 大規模災害を想定し、各市町および事業者団体等と連携を強化するとともに、

県域を越えた災害廃棄物の処理体制の整備を進めます。（環境生活部廃棄物対

策局） 

・ ＲＤＦ焼却・発電事業については、安全・安定した運転を確保し、一般廃棄物

の適正処理を進めます。また、事業終了後のごみ処理体制について、各市町等

の検討会に参画するなど必要な技術的支援を行います。（環境生活部廃棄物対

策局、企業庁） 

 

＜主要な取組＞ ②産業廃棄物の３Ｒの推進 

取

組

の

指

標 

目標項目 産業廃棄物の再生利用率 

目標値 

現状値 目標値 

43.0％ 

（26年度） 

43.5％ 

目標項目の説明 産業廃棄物の排出量に対する再生利用量（排出事業者および処

理業者で再生利用された量）の割合（速報値） 

 

（取組内容） 

・ 産業廃棄物の発生・排出が極力抑制されるよう、排出事業者の自主的な取組や、

産業廃棄物税の課税とその税収を財源とした事業者への支援により、事業者の

排出抑制の取組を推進します。（環境生活部廃棄物対策局、雇用経済部） 

・ 事業者による環境配慮設計がされた製品の提供や、使用済製品の自主回収ルー

トの構築など、製品の提供などを通じた発生・排出の取組を推進します。（環

境生活部廃棄物対策局） 

・ 排出された廃棄物について、貴重な資源やエネルギー源として最大限有効活用

し、環境負荷が少なく安全・安心が確保された質の高い循環が行われる循環的

利用を推進します。（環境生活部廃棄物対策局） 
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＜主要な取組＞ ③産業廃棄物の適正処理の確保 

取

組

の

指

標 

目標項目 電子マニフェストの活用率 

目標値 

現状値 目標値 

40.8％ 

（26年度） 

57.0％ 

目標項目の説明 マニフェスト総交付件数のうち、電子マニフェスト登録件数の

割合（速報値） 

 

（取組内容） 

・ 排出された廃棄物の処理について、環境の保全と安全・安心を確保するため、

有害物質を含む廃棄物の適正な処理や産業廃棄物処理責任の徹底などを進め、

適正処理とその透明性の確保を図ります。（環境生活部廃棄物対策局） 
  

＜主要な取組＞ ④監視強化と不適正処理に対する是正の推進 

取

組

の

指

標 

目標項目 不法投棄等不適正処理事案の改善着手率 

目標値 

現状値 目標値 

83.9％ 

（26年度） 

100％ 

目標項目の説明 不法投棄等不適正事案について、行為者等が改善に着手した割

合 

 

取

組

の

指

標 

目標項目 不適正処理４事案にかかる行政代執行による是正措置の進捗率 

目標値 

現状値 目標値 

25.0％ 

（26年度） 

81.3％ 

目標項目の説明 不適正処理４事案をそれぞれの実施範囲等により区分し、区分

に応じた是正措置が完了した割合 

 

（取組内容） 

・ 産業廃棄物の不法投棄等不適正処理の未然防止と早期発見のため、引き続き厳正

な監視・指導を行うとともに、多様な主体との連携による監視活動や監視カメラ

の活用により監視体制の強化を図り、不法投棄を許さない社会づくりを進めま

す。（環境生活部廃棄物対策局） 

・ 不適正処理４事案（四日市市大矢知・平津事案、桑名市源十郎新田事案、桑名

市五反田事案、四日市市内山事案）について、地域住民とのリスクコミュニケ

ーションのもとで、計画的に環境修復を進め、県民の安全・安心を確保します。

（環境生活部廃棄物対策局） 
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＜主要な取組＞ ②自動車環境対策の推進 

取

組

の

指

標 

目標項目 ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域全体の大気環境基準達成率 

目標値 

現状値 目標値 

100％ 

（26年度） 

100％ 

目標項目の説明 ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域全体における二酸化窒素、浮遊粒子状

物質の大気環境基準を達成した割合（面的評価方法の確定後は、

その評価地点を対象に加えます。） 
 

（取組内容） 

・ 二酸化窒素、浮遊粒子状物質の環境濃度を監視するとともに、地域全体におけ

る大気環境基準の確保に向けて、面的評価を行い必要な対応を行います。引き

続き「三重県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」

の進行管理を行い、対策地域内での車種規制のほか環境への負荷が少ない自動

車の普及促進等の取組を実施していきます。（環境生活部） 

・ エコドライブの普及啓発や公共交通機関の利用促進等、自動車の効率的な利用に

向けた取組を進めます。（環境生活部、地域連携部） 

・ 交通管制システムの充実や高度化等による交通の円滑化対策等を進めます。（警

察本部） 

・ バイパスの整備や道路の拡幅、交差点改良等により、自動車の利用環境を向上

させることで、環境負荷の低減を図ります。（県土整備部） 

 

＜主要な取組＞ ③騒音・振動・悪臭の防止 

（取組内容） 

・ 騒音、振動対策については、「三重県生活環境の保全に関する条例」に基づき、

県と市町の役割分担のもと、工場、事業場や建設作業に対する規制、指導を行

います。（環境生活部） 

・ 住居地域での静穏な環境を保全するため、「都市計画法」に基づく適正な土地

利用の誘導、必要に応じた緩衝緑地の設置等を進めます。（県土整備部） 

・ 悪臭対策については、町の区域について、必要に応じて悪臭を防止する規制地

域の見直しや、複合臭に対応できる臭気指数規制の導入を、町と協議しながら

進めます。（環境生活部） 
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＜主要な取組＞ ②伊勢湾等（閉鎖性海域）の再生 

取

組

の

指

標 

目標項目 海岸漂着物対策等の水環境の保全活動に参加した県民の数 

目標値 

現状値 目標値 

25,984人 

（平成26年度） 

34,000人 

目標項目の説明 「伊勢湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」に参加した県

民の数 

 

（取組内容） 

・ 伊勢湾の水質改善に向け、「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画」に基づき、工場・事業場からの汚濁負荷の削減に取り組み

ます。（環境生活部） 

・ 生活排水処理施設の整備を進めることにより、陸域からの汚濁負荷の削減に取

り組みます。（環境生活部、農林水産部、県土整備部） 

・ 伊勢湾の再生に向けて、国および三県一市等で構成する伊勢湾再生推進会議に

おいて策定した伊勢湾再生行動計画を着実に推進します。（戦略企画部、環境

生活部） 

・ 伊勢湾の汚濁のメカニズムなどを解明するため、大学等研究機関と連携して調

査・研究を推進します。（環境生活部） 

・ 伊勢湾流域圏を中心とした環境保全活動を広域的にネットワーク化する「伊勢

湾 森・川・海のクリーンアップ大作戦」の取組を３県１市の連携により実施

するなど、さまざまな主体による森・川・海における環境保全活動の活性化を

進めます。（環境生活部） 

・ 「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づき、海岸管理者、県民の皆さん、民

間団体、企業等による協力体制を構築し、美しい海岸を保全していきます。ま

た、伊勢湾流域圏の愛知県、岐阜県、名古屋市とも連携し、本県がリーダーシ

ップをとり海岸漂着物の発生抑制等の対策に取り組みます。（環境生活部） 

・ 干潟・浅場・藻場の造成・再生を進めることにより、生態系の保全、回復を図

ることで、海域の自然浄化作用を高めます。（農林水産部） 

 

＜主要な取組＞ ③生活排水対策の推進 

取

組

の

指

標 

目標項目 生活排水処理施設の整備率 

目標値 

現状値 目標値 

81.5％ 

（平成26年度） 

86.5％ 

目標項目の説明 下水道、浄化槽、集落排水施設等の生活排水処理施設により生

活排水の処理が可能な人口の割合 

 

（取組内容） 

・ 「生活排水処理アクションプログラム」に基づき、効率的・効果的に下水道や

集落排水、浄化槽等生活排水処理施設の整備を進め、陸域からの汚濁負荷の削
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減を進めます。（環境生活部、農林水産部、県土整備部） 

・ 公共用水域の保全のため、浄化槽等の適正な維持管理に係る指導･啓発を行うと

ともに、既設の単独処理浄化槽等の合併処理浄化槽への転換を促進します。（環

境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ④土壌・地下水汚染対策の推進 

取

組

の

指

標 

目標項目 土壌・地下水汚染対策の実施率 

目標値 

現状値 目標値 

100％ 

（平成26年度） 

100％ 

目標項目の説明 土壌・地下水汚染発見の届出があった事案で必要な措置がとら

れた事案の割合 

 

（取組内容） 

・ 「土壌汚染対策法」に基づいて、一定規模以上の土地の形質変更時の届出に関

し、必要に応じて調査を命じ、土壌汚染が指定基準を超えた場合には必要な措

置を知事が指示することなどにより、汚染の拡散防止等に努め、周辺住民の健

康と生活環境の保全を図ります。（環境生活部） 

・ 「三重県生活環境の保全に関する条例」に基づき、有害化学物質を使用する事

業場に対する定期的な土壌等の調査や、一定規模以上の土地の形質を変更時の

履歴調査を求めていきます。（環境生活部） 

・ 農地等について、施肥の適正化と農薬の適正使用に係る普及啓発等を進めま

す。（農林水産部） 

・ 地盤沈下を防止するため、地下水位の観測や地下水の揚水規制を行います。ま

た、温泉の適正な保護および利用を確保します。（環境生活部） 
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県民の皆さんの生物多様性に対する理解が進み、保全に向けた行動につながる

よう取り組んでいきます。（農林水産部） 

・ 野生鳥獣の生息環境の保全のため、鳥獣保護区の設定や狩猟の適正化を進め、

農林水産物に被害を与える鳥獣については、地域の関係者との連携のもと、適

正な個体数の調整と被害対策を図ります。（農林水産部） 

・ 外来種の取扱いについて、普及啓発を図り、生態系に悪影響を与える移入種の

野生化を未然防止します。（農林水産部） 

・ 「動物の愛護及び管理に関する法律」および「三重県動物の愛護及び管理に関

する条例」に基づき、動物の飼養者に対して適正な管理を指導し、県民への危

害発生防止を図るとともに、県民に対し終生飼養や遺棄の防止等、動物の適正

な飼養に関する知識の普及啓発を行います。（健康福祉部） 

・ 豊かな水産物の供給や海や川の環境保全、憩いの場の提供など里海や河川が果

たす多面的な機能が十分発揮できるよう、地域の保全活動を促進します。（農

林水産部） 

 

＜主要な取組＞ ②里地里山里海の保全 

取

組

の

指

標 

目標項目 自然環境団体の保全活動団体数（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

74団体 

（26年度） 

84団体 

目標項目の説明 絶滅のおそれのある野生動植物種の保全活動および里地・里

山・里海等の保全活動を継続して実施している実施団体数の合

計 
 

（取組内容） 

・ 里地里山保全活動計画認定制度等の普及促進を図り、さまざまな主体の自主・

協働による自然環境保全活動を促進します。（農林水産部） 

・ ＮＰＯ等団体が行う希少野生動植物の保全活動、里地・里山・里海や河川など

における自然環境保全活動に対し、専門知識や必要な情報の提供などを支援し

ます。（農林水産部） 

・ 干潟・磯の観察会や海岸清掃活動、小学校における総合学習などをとおして、

森・川・里・海が一体となっていることに対する県民の皆さんの理解を深め、

里海の創生・保全を促進します。（農林水産部） 

・ 藻場・干潟等を保全するため、漁業者や県民の皆さんなどさまざまな主体の参

画を得て行う保全活動組織の活動を支援します。（農林水産部） 
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＜主要な取組＞ ③希少な野生動植物の保護 

取

組

の

指

標 

目標項目 
希少野生動植物種の保全活動や貴重な生態系の維持回復活動の

実施率 

目標値 

現状値 目標値 

35.0％ 

（26年度） 

100％ 

目標項目の説明 県指定希少野生動植物種のうち特に保護が必要な種に対する保

全活動および生態系維持回復事業計画に基づく維持回復活動を

実施した割合 
 

（取組内容） 

・ 特に保護の必要がある野生動植物については、天然記念物または県指定希少野

生動植物種として指定し、種の保護と生息環境の保全を進めます。（農林水産

部、教育委員会） 

・ 自然公園や三重県自然環境保全地域では、生態系維持回復事業計画に基づき、

地元住民等と協力しながら、貴重な生態系の維持・回復に取り組みます。（農

林水産部） 

・ 天然記念物に指定された動植物については、生息・生育状況の把握に努め、そ

の保護を進めます。（教育委員会） 

 

＜主要な取組＞ ④水辺や沿岸の環境保全 
 

（取組内容） 

・ 多様な水辺環境を保全するため、治水機能の確保とともに、河川の特性に応じ

た多自然川づくりを進めます。（県土整備部） 

・ 湖沼・湿地・海岸等は、周辺の生態系や自然環境に配慮した施設整備を行いま

す。特に多様な野生動植物の生息・生育の場所として重要な地域では事前に調

査を実施し、地域特性に配慮します。（農林水産部、県土整備部） 

・ 沿岸域における藻場・干潟の保全・再生を行い、海浜生物や海生生物の生息地

等の保全を進めます。（農林水産部） 

・ ため池の改修や、ほ場等の整備に際して、事前の生態系調査を実施するととも

に、必要に応じて環境に配慮した工法を取り入れるなど、自然環境や生態系に

配慮した農業生産基盤の整備を進めます。（農林水産部） 
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＜主要な取組＞ ②森林・水辺等の整備・活用 

取

組

の

指

標 

目標項目 森林づくりおよび森林環境教育などの活動の進展度 

目標値 

現状値 目標値 

57,956人 

（26年度） 

66,000人 

目標項目の説明 県民の皆さん、企業、森づくり活動団体など、さまざまな主体

による森林づくり活動や森林環境教育などに参加した人数 
 

（取組内容） 

・ 地域の森林環境教育や森づくり活動を促進するため、活動の中心となる指導

者・活動者の養成等、森林とのふれあいを図るための体制整備を進めます。（農

林水産部） 

・ 湖沼やため池、河川や海岸、漁港等の水辺空間については、周辺の自然環境と

一体となった、生態系に配慮した親水空間としてできる限り保全していきます。

（農林水産部、県土整備部） 

・ 都市と農山漁村との人・もの・情報の交流を促進することにより農山漁村にお

ける新たな経済活動の創出等を図ります。（農林水産部） 

・ 自然環境と生物多様性保全に関する三重県の取組を支援し、総合博物館を自然

とのふれあいの拠点施設として幅広く活用していきます。（環境生活部） 
 

＜主要な取組＞ ③緑の保全・創出 

取

組

の

指

標 

目標項目 森林づくりおよび森林環境教育などの活動の進展度（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

57,956人 

（26年度） 

66,000人 

目標項目の説明 県民の皆さん、企業、森づくり活動団体など、さまざまな主体

による森林づくり活動や森林環境教育などに参加した人数 
 

（取組内容） 

・ 地域の緑化推進に向けてさまざまな主体が自主的に活動するよう促します。（農

林水産部） 

・ 市街地における比較的まとまった樹林地や寺社林等の良好な緑は、風致地区や

特別緑地保全地区等の活用も検討し、適正に保全します。また市町における「緑

の基本計画」の策定を促します。（県土整備部） 

・ 都市公園については、地域の豊かな自然や観光資源を生かしつつ、多面的な視

点での整備等に努めます。（県土整備部） 

・ 工場の新増設に伴う緑地の適切な確保について助言を行います。（雇用経済部） 
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＜主要な取組＞ ②農地環境の保全 

取

組

の

指

標 

目標項目 多面的機能維持・発揮のための地域活動を行う農業集落率 

目標値 

現状値 目標値 

44.7％ 

（26年度） 

52.9％ 

目標項目の説明 農林業センサスにおける農業集落のうち、農業および農村の有

する多面的機能の維持・発揮を図るための地域活動に取り組む

集落の割合 
 

（取組内容） 

・ 農村における生態系の保全や良好な景観の保全･創出に向けた地域活動を促進

するため、国や市町等と連携して、多面的機能支払に取り組む組織等に対する

支援を行います。（農林水産部） 

・ 農薬や化学肥料等の節減と適正使用、環境への負荷の少ない環境保全型農業を

促進します。（農林水産部） 

・ 中山間地域等の耕作放棄地を未然に防止し、適切な農業生産活動が持続的に行

われるよう、中山間地域直接支払により農業の生産条件に関する不利を補正す

るための支援を行います。（農林水産部） 

・ ため池の改修や、ほ場等の整備に際して、事前の生態系調査を実施するととも

に、必要に応じて環境に配慮した工法を取り入れるなど、自然環境や生態系に

配慮した農業生産基盤の整備を進めます。（農林水産部） 

 

＜主要な取組＞ ③沿岸海域環境の保全 
 

（取組内容） 

・ 藻場・浅場・干潟の造成、再生を進め、水産資源の生息環境の改善、生態系の

保全を進めるとともに、より効果的、効率的に干潟・藻場を再生させる技術を

開発することで、豊かな生態系と高い生産力のある沿岸域への再生や保全を図

ります。（農林水産部） 

・ 伊勢湾や熊野灘沿岸に残された良好な砂浜・礫浜海岸を保全し、侵食により減

少しつつある砂浜の侵食対策と復元を図ります。（県土整備部） 
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＜主要な取組＞④ 水循環・浄化機能の確保 

取

組

の

指

標 

目標項目 公的森林整備面積（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

2,671ha 

（26年度） 

2,000ha 

目標項目の説明 森林の公益的機能を高めることを目的として、公的な管理によ

り森林整備等を実施した面積 
 

取

組

の

指

標 

目標項目 生活排水処理施設の整備率（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

81.5％ 

（26年度） 

86.5％ 

目標項目の説明 下水道、浄化槽、集落排水施設等の生活排水処理施設により生

活排水の処理が可能な人口の割合 
 

取

組

の

指

標 

目標項目 
多面的機能維持・発揮のための地域活動を行う農業集落率 

（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

44.7％ 

（26年度） 

52.9％ 

目標項目の説明 農林業センサスにおける農業集落のうち、農業および農村の有

する多面的機能の維持・発揮を図るための地域活動に取り組む

集落の割合 
 

（取組内容） 

・ 健全な水循環を確保するため、上流域では森林の適正な維持管理、中下流域で

は生活排水対策等の推進、農地の適正な管理等の諸施策を総合的に実施すると

ともに、住民や企業による植栽活動等さまざまな主体の参加と協働のもとで、

水循環・浄化機能の確保に向けて幅広い取組を進めます。（環境生活部、農林

水産部） 
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・ 都市景観の形成等に向け、電線類の地中化等を進めます。（県土整備部） 

・ 「三重県屋外広告物条例｣に基づく禁止地域の指定等により、周辺の景観との調

和のとれた良好な景観を保全します。また、屋外広告物沿道景観地区の運用に

より、良好な沿道景観の形成を進めます。（県土整備部） 

・ 公共事業等における景観配慮の実施にあたり、地域住民と行政との協働により

地域の景観特性を生かし周辺景観に調和したものとし、地域の個性を生かした

まちづくりを進めます。（県土整備部） 

 

＜主要な取組＞ ②農山漁村景観の保全・創出 

取

組

の

指

標 

目標項目 
多面的機能維持・発揮のための地域活動を行う農業集落率 

（再掲） 

目標値 

現状値 目標値 

44.7％ 

（26年度） 

52.9％ 

目標項目の説明 農林業センサスにおける農業集落のうち、農業および農村の有

する多面的機能の維持・発揮を図るための地域活動に取り組む

集落の割合 

 

（取組内容） 

・ 農山漁村の景観保全には集落機能の維持が必要なことから、多面的機能支払等

により、さまざまな主体の参画による景観保全活動等を支援することで、地域

を支える担い手を育成します。（農林水産部） 

・ 耕作放棄地の解消と未然防止を図るため、市町や農業委員会、農業関係者が組

織する耕作放棄地再生に取り組む協議会等と連携して耕作放棄地の再生・利用

のための取組等への支援を行うとともに、中山間地域直接支払により農業の生

産条件に関する不利を補正するための支援を行います。（農林水産部） 

・ 里地里山保全活動の促進や森林の適切な整備により、農山漁村の周辺に多く見

られる森林の景観保全を図ります。（農林水産部） 
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第３章 計画の実現に向けた仕組みづくり・基盤づくり 

【分野別取組方針】 

（１）ひとを育てる ～環境学習・環境教育の推進～ 

＜基本計画における到達目標＞ 

子どもから大人に至るまで、環境学習に必要な機会や情報が提供され、いつでも

どこでも環境教育に参加できるようになることで、環境に関心を持つようになり、

人と環境の関わりについて正しい理解や認識を持ち、日常の生活行動も含めて自ら

主体的に環境保全活動が行えるようになっています。  

 

＜推進計画における取組の指標＞ 

取

組

の

指

標 

目標項目 環境教育参加者数 

目標値 

現状値 目標値 

32,149人 

（26年度） 

34,000人 

（31年度） 

目標項目の説明 環境教育を推進するために環境学習情報センターが行う講座や

イベント等の環境教育に参加した人数 

 

＜主要な取組＞ ①学校教育における環境学習・環境教育 

・ 各学校において、環境教育に関する全体計画を作成し、地域や学校の実態・

特性を十分に生かした横断的、総合的な環境教育を実施します。（教育委員

会） 

・ 教職員が良き見本となり、子どもたちと一体となって取り組む環境に配慮し

た学校運営を行います。（教育委員会） 

・ 太陽光発電の整備、校内の緑化、施設の木質化等、環境に配慮した学校施設

等の整備を進め、環境保全について日常的に考えさせることにより、子ども

たちの環境への意識を高めます。（教育委員会） 

・ さまざまな主体が行う環境保全・創造活動等への子どもたちの参加を進め、

環境問題について考える機会の充実を図ると同時に、こうした活動の活性化

を促進し、社会全体の機運醸成に貢献します。（教育委員会） 

・ 四日市公害を経験した本県の経緯を子どもたちに適切に伝えるなど独自性を

生かした環境教育を行います。（教育委員会） 

・ 子どもたちが学校で楽しみながら環境について学ぶことができるよう教員等

を対象とした環境教育研修を充実します。（教育委員会） 

 

＜主要な取組＞ ②地域や社会における環境学習・環境教育 

・ 市町や学校、事業者、ＮＰＯ、大学等のさまざまな主体の自主的な活動を支援

するなど、各主体が連携した環境教育による人づくりを推進します。（環境生

活部） 

・ 市町、民間団体等の関係機関との連携のもと、子どもたちに気づきの機会を

提供し、子どもたちが自ら考えた取組が家庭や地域へ広がっていくような体

験型、参加型の企画を実施します。（環境生活部） 

・ 森林や木に対する県民の理解と関心を高め、森林や木の文化を次世代に継承

するため森林環境教育や木育を進めます。（農林水産部） 
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＜主要な取組＞ ③環境学習・環境教育の拠点施設の活用 

「三重県環境学習情報センター」 

・ 県民の皆さんに開かれた環境学習および情報発信の拠点である三重県環境学習

情報センターの運営において、指定管理者制度を継続し、自主企画等を充実し

ます。（環境生活部） 

・ 環境情報の収集、活用を進め、社会教育施設や学校教育施設等とも相互連携を

進めながら環境教育の充実を図ります。（環境生活部） 

・ 県民の皆さんが環境について考え、環境保全行動に参加するきっかけ等を提供

するため、現地に出向き各種環境講座を開きます。（環境生活部） 

・ 広く環境に関する知識を身につけ、理解し、参加体験型の環境学習を実践で

きる指導者を養成します。また、養成された指導者が地域において活躍でき

るよう支援を実施します。（環境生活部） 

・ 自然観察等の体験学習を充実するとともに、こどもエコクラブや県民の皆さん

の自主的な環境保全活動を支援するなど、自然とのふれあいや実践活動を通じ

た取組を促進します。（環境生活部） 

・ 環境教育を進めるにあたっては、ＥＳＤの視点を取り入れ、持続可能な社会を

めざして、自ら課題を見つけ、学び、考え、客観的に判断し、他者と協力しな

がら課題解決に向けて行動する力が身につくよう取り組みます。（環境生活

部） 

「三重県民の森・上野森林公園」 

・ 自然公園等の利用者の自然に対する理解を深めるため、利用者に自然とのふれ

あいの場を提供するとともに、森林、緑化及び自然環境に関する学習機会の充

実を図ります。（農林水産部） 

「三重県総合博物館」 

・ 子どもから大人まで幅広い年代の人が、三重の自然と歴史・文化について、主

体的に楽しみながら学び、交流する場としてその役割が発揮されるよう、取り

組みます。（環境生活部） 

・ 地域の自然と歴史・文化を保全する地域の人材育成支援を行います。（環境生

活部） 

・ 環境保全の大切さを発信するとともに、環境学習の場としていきます。（環境

生活部） 
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（２）担い手となる主体を広げる ～環境活動の促進～ 

＜基本計画における到達目標＞ 

企業やＮＰＯ、地域の自治会等あらゆる主体が、さまざまな環境保全活動を展開

しています。 

また、新たに活動を始めようとする主体に、団体間の交流を通じて、活動手法や

活動の継続に必要な情報等が提供され、環境保全活動を始める主体が広がっていま

す。 

さらに、このような多様な環境保全の取組が、多くの参加者を得ることにより、

それぞれの地域で人と人、人と地域の絆が再生され、地域づくりにつながっていま

す。 

 

＜推進計画における取組の指標＞ 

取

組

の

指

標 

目標項目 指導者養成講座受講者数 

目標値 

現状値 目標値 

1,503人 

（26年度） 

1,500人 

（31年度） 

目標項目の説明 地域で環境保全活動が実践できる人材を養成するために三重県

環境学習情報センターが実施する講座への参加者数 

 

＜主要な取組＞ ①指導者の育成 

 ・ 環境学習情報センターにおいて、地域で環境活動を展開できる指導者の養成講

座を開催し、環境についてさまざまな視点で考え、行動ができる人材を育成しま

す。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ②環境保全活動の支援 

・ 県民の皆さんが自主的に参画する県民参加の森林づくりを進めるため、森林作

業等のボランティア活動の希望者に対する作業研修等の実施や、里地里山の保

全活動を行うＮＰＯ等の取組を支援します。（農林水産部） 

・ 道路・河川・海岸等の環境美化については、さまざまな主体による取組を促進

します。このため、道路、河川、海岸の美化活動を行うボランティア団体等に

作業用物品を提供するなどの支援を行います。（県土整備部） 

・ さまざまな主体が参画する農村の環境保全活動の促進に向けて、地域住民や子

どもたち、学校、ＮＰＯ等さまざまな主体とともに取り組む農業用施設や豊か

な自然、美しい景観など地域資源の保全活動を支援します（農林水産部） 

 

＜主要な取組＞ ③各主体の連携による環境保全活動の促進 

・ 企業やＮＰＯ、地域の自治会等のさまざまな主体が協働することにより、その

環境保全活動がさらに広がり、新たな実践活動が生まれるよう、各主体の連携

について調整を図ります。（環境生活部） 
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（３）環境経営を進める 

＜基本計画における到達目標＞ 

企業における環境経営の導入が一層進むことで、環境負荷低減と生産性向上を両

立させている企業が増え、企業競争力を強化しています。 

また、社会全体が低炭素社会への対応を進めることで、環境・エネルギー関連分

野における市場が創出され、拡大し、県内での産業の創造と持続的な発展につなが

っています。  

行政においても、環境マネジメントシステムの考え方が普及し、オフィス活動に

おいてはもちろんのこと、さまざまな行政活動の遂行過程において、環境負荷の低

減と環境創造への取組が進んでいます。 

 

＜主要な取組＞ ①環境経営の促進 

・ 中小企業等における環境マネジメントシステムの導入促進を図るため、商工会

議所等の経済団体と連携した三重県版小規模事業所向け環境マネジメントシス

テム(M-EMS)の普及を進めます。（環境生活部） 

・ ＰＲＴＲ制度に基づく事業者自らによる化学物質の環境中への排出状況の把握

と届出を通じて、事業者の自主的な化学物質排出量の削減を促進します。（環

境生活部） 

・ 中小企業者へ公害防止施設の設置、地球温暖化防止対策施設の整備、環境対策

車の導入、リサイクル関連施設の整備等、ISO14000 シリーズの認証取得等に対

する融資を行います。（雇用経済部） 

・ 県が行う事業活動では、公共施設の使用、管理や公共事業等における環境配慮

を徹底するなど、県自らが率先して環境保全活動に取り組みます。（環境生活

部および各部局等） 

・ 農業生産における環境保全の取組を含んだ生産工程管理の導入促進を図るた

め、国の「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイドライン」を

ふまえて、農業生産工程管理（ＧＡＰ）の普及啓発、導入支援等を行います。

（農林水産部） 

 

＜主要な取組＞ ②環境・エネルギー関連分野への取組促進 

・ 成長分野である環境・エネルギー関連産業への県内企業の進出を図り、あわせ

て低炭素社会の構築につなげるため、県内企業や高等教育機関との間でネット

ワークを構築するとともに、工業研究所が中心となって県内企業の技術力を生

かした製品開発に向けた研究開発を支援します。（雇用経済部） 

・ 事業活動におけるエネルギー消費の抑制に向けて、企業の生産プロセスの改善

や、エネルギーマネジメントシステムやコージェネレーション等の省エネの推

進に資する設備の導入を促進することにより、低炭素社会の構築につなげると

ともに、県内企業の競争力強化（生産性向上）を図ります。（雇用経済部） 

・ 化石燃料からバイオマス燃料へのエネルギー転換や、バイオマスから化成品な

どを製造するバイオケミカル産業の創生をめざし、非可食系バイオマスを原料

とした燃料や化成品の製造に向けた調査研究や研究開発を支援します。（雇用

経済部） 

 

 



 29 

（４）仕組みをより的確に運用する 

＜基本計画における到達目標＞ 

法律や条例に基づく環境影響評価だけでなく、公害事前審査制度の活用等を通じ

て、事業者による環境配慮が進んでいます。 

また、自主的に環境影響評価を行う事業者も増えています。 

このほか、一定の施設を設置する際には、事業者が市町と環境保全協定を結ぶこ

とで、周辺住民の安全・安心への配慮がなされています。 

 

＜主要な取組＞ ①環境活動が評価される仕組みの運用 

・ 環境保全に寄与した人びとの活動を幅広く周知するとともに、こうした取組へ

の参画を促します。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ②環境影響評価等の実施 

・ 「環境影響評価法」や「三重県環境影響評価条例」に基づき、事業実施に際し

て適切な環境配慮が行われるよう指導します。（環境生活部） 

・ 計画段階から早期に環境配慮を図る手続きとして、「環境影響評価法」におい

て「計画段階環境配慮書手続」が導入されましたが、県が実施する開発事業に

ついては、「三重県環境調整システム」を推進することにより、環境負荷の低

減に努めます。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ③公害事前審査制度の活用 

・ 工場や事業場の新増設に伴う環境への悪影響を未然に防止するため、｢三重県

公害事前審査会条例｣に基づき、「環境影響評価条例」に該当しない工場や事

業場において、公害防止の技術的事項を審査し、市町の工場等の誘致や環境保

全協定の締結時における活用を促進します。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ④環境保全協定の締結促進 

・ 市町長等が、その市町の実態に即した行政指導ができるように、「三重県環境

基本条例」に基づき、市町長等と事業者との環境保全協定の締結を促進します。

（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ⑤公害紛争への対応 

・ 公害に係る紛争については、「公害紛争処理法」に基づくあっせん、調停等や

「三重県生活環境の保全に関する条例」に基づく調査請求制度を活用し、その

迅速かつ適正な解決を図ります。（環境生活部） 
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（５）技術・情報基盤をより充実する 

＜基本計画における到達目標＞ 

環境保全の研究開発が進展し、環境汚染の防止・発生抑制・修復技術等がさらに

開発されて、環境保全が技術面からもサポートされるとともに、新たな環境分野に

おいても企業の技術開発が進展しています。 

 県民は誰もが、環境に関するさまざまな情報にアクセスすることができ、毎日の

大気の状況を把握したり、光化学スモッグ予報発令状況や放射線モニタリングの結

果等を常にチェックできるようになっています。 

 

＜推進計画における取組の指標＞ 

取

組

の

指

標 

目標項目 環境保全のための調査研究成果の還元 

目標値 

現状値 目標値 

４件 

（26年度） 

７件 

 

目標項目の説明 大気環境および水環境の保全に関する分析業務のほかに調査研

究を行い、その成果として学会、論文または企業への出張講座

等で公表した研究事業数 

 

＜主要な取組＞ ①研究開発の推進と促進 

・ 廃棄物対策の推進、大気・水・土壌環境の保全および生物の多様性・森林環境

の保全等地域の環境保全に関する調査研究を充実するとともに、国や民間の研

究機関、大学等との共同研究や情報交換等を進め、環境保全に係る調査研究の

一層の向上を図ります。（環境生活部、農林水産部） 

・ 廃棄物による環境汚染地の環境修復、環境大気中の微小粒子状物質、土壌汚染

原因の推定等の研究のほか、環境保全に関する県民ニーズをふまえた調査研究

を行います。（環境生活部） 

・ 伊勢湾など閉鎖性海域において、陸域からの負荷流入量および負荷消費量等、

物質循環の現状を調査し、貧酸素水塊の発生メカニズムの解明に向けた取組を

すすめます。（環境生活部） 

・ 農業について、有害物質による土壌汚染や生産活動に由来する環境負荷物質の

低減、農薬削減に有用な病害虫防除技術等の開発に取り組むとともに、生ごみ

等有機性廃棄物のリサイクル技術の開発と農業利用に関する調査研究に取り

組みます。（農林水産部） 

・ 環境保全と海域の生産力の維持や増大の両立を図るため、干潟・藻場の役割を

客観的に分かりやすく提示できる評価システム構築、水域と陸域の栄養塩循環

のバランスを保つための総合的な海域の管理手法の提示、地域住民の活動と結

びついた啓発活動を進めます。（農林水産部） 

・ 「三重県産業廃棄物税」を活用して企業のリサイクル技術の開発や産業廃棄物

の排出量抑制設備導入補助等を通じ、廃棄物の発生抑制につながる研究活動や

産業廃棄物量の排出抑制を支援します。（雇用経済部） 
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＜主要な取組＞ ②環境情報の迅速な提供 

・ 大規模事業所（発生源）の排ガスに関しては、環境総合監視システムで監視し、

地域の総量等を情報発信していきます。また、監視測定地点等のさまざまな分

野の情報を提供します。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ③監視・観測等の体制の整備 

・ 安全で安心な環境が確保されているか監視するため、環境の常時監視を実施す

るとともに、大気、水、土壌中の有害化学物質に対する調査を行い、大気環境・

水環境における環境基準の達成状況を確認します。（環境生活部） 

・ 生活環境の光化学オキシダントや窒素酸化物の濃度、放射線モニタリングの結

果等の情報を、県民に迅速に提供します。（健康福祉部、環境生活部） 

 

（６）環境で貢献する 

＜基本計画における到達目標＞ 

過去に培われた公害防止や環境保全の技術が、国内外に移転されることで、三重

県の環境保全に対する取組成果が、他の地域にも及んでいきます。 

こうした活動により「地球規模で考え、足元から行動する」環境の取組が三重県

で進み、国境や地域を越えた、人と人、人と地域の絆が生まれ、育まれていきます。 

 

＜主要な取組＞ ①国際的な環境協力・貢献の推進 

・ 環境分野における交流のあり方について見直し、国、公益財団法人国際環境技

術移転センター(ICETT)や独立行政法人国際協力機構（JICA）等と協働した、新

たな環境協力に取り組みます。（環境生活部） 

 

＜主要な取組＞ ②関係機関との協力 

・ 公益財団法人国際環境技術移転センター(ICETT)との連携を維持しながら、国、

他の地方自治体、大学、企業等と協力し、国際環境協力を進めるとともに、環

境・エネルギー分野での課題解決をめざした新技術開発の支援などにより、環

境・エネルギー関連産業の振興を図ります。（雇用経済部） 

 

＜主要な取組＞ ③研究機関との連携 

・ 保健環境研究所において、環境汚染物質に関する調査や測定技術等の研究等を

進め、公益財団法人国際環境技術移転センター(ICETT)と連携を図りながら、そ

の成果の技術移転を進めます。（環境生活部） 
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計画の推進イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

県の推進・進行管理体制 

<さまざまな主体との連携> 

県民の皆さん・ＮＰＯ  

事業者・企業など    

「協創」 
による 

計画の推進 

「三重県環境保全・地球温暖化対策推進委員会」 
  

・知事・副知事・部局長等で構成 

・環境基本計画、 

地球温暖化対策実行計画の推進等 

について検討 
 

環境生活部 
 

・推進計画の進捗管理 

・環境白書作成 

（進捗状況や数値目標達

成状況の公表） 

各部局 
 
・環境保全施策の 

策定・実施 

・環境行動の率先実行 

・開発等における 

環境配慮 

 
報告 

 
指示 

連絡 

調整 

県内市町・ 

他都道府県の

地方自治体・

国・世界の国や

自治体等 

意見 
 

連携 報告 
三重県議会 

三重県 
環境審議会 
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